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２． 平成２７年度のごみ処理量等について
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ごみ処理量

大阪市の景気動向（概況）

大阪市の人口・世帯数

ごみ処理量実績
差引 対２６年比

平成２６年度 平成２７年度

家庭系ごみ ３６１，０９５ ３５８，０５１ ▲３，０４４ ▲０．８４％

事業系ごみ ５７０，７４７ ５５９，６７３ ▲１１，０７４ ▲１．９４％

環境系ごみ ５，０３６ ４，７９９ ▲２３７ ▲４．７１％

合計 ９３６，８７８ ９２２，５２３ ▲１４，３５５ ▲１．５３％

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

人口 ２，６７０，５７９ ２，６７７，３７５ ２，６８３，４８７ ２，６８６，２４６ ２，６９１，７４２

世帯数 １，３２９，５１６ １，３４１，５５４ １，３５３，２４０ １，３６４，１６１ １，３５４，２０２

出典：大阪市統計書（平成27年は国勢調査結果概要。その他は各年10月1日の推計人口）

（単位：トン）

（単位：人・世帯）

平成２６年度

４－６月期 景気は消費増税の影響で一時的に落ち込むも、底流は回復基調を持続

７－９月期 製造業で弱めの動きが続くも、景気は前期の落ち込みから穏やかな持ち直し

１０－１２月期 年末需要などにより、景気は持ち直しを持続

１－３月期 年末需要の反動が例年より小幅となり、景気は回復基調を持続

平成２７年度

４－６月期 製造業を中心に弱めの動きが拡がり、景気は回復基調が鈍化

７－９月期 原材料価格の下落などもあり。景気は緩やかな回復基調に回帰

１０－１２月期 製造業に弱めの動きがあるも、景気は緩やかな回復が続く

１－３月期 年末需要の反動もあり、景気の回復が弱まる

出典：大阪市経済戦略局「大阪市景気観測調査結果」

ごみ減量の進捗により平成28年1月に住之江工場を休止し、
６工場稼働体制へ移行

２． 平成２７年度のごみ処理量等について

２



２． 平成２７年度のごみ処理量等について

（２） 平成２７年度ごみ量（収集量・搬入量）

大阪市のごみ量

※資源ごみには、拠点回収での紙パック・乾電池・蛍光灯管等の回収量を含む。（資源集団回収は含まない。）

３

平成２６年度 平成２７年度 差引 対２６年比

家

庭

系

普通ごみ ３４２，４１６ ３３８，９２９ ▲３，４８７ ▲１．０％

資源ごみ ２５，０７６ ２４，７０３ ▲３７３ ▲１．５％

容器包装プラスチック ２０，５８４ ２０，０６９ ▲５１５ ▲２．５％

古紙・衣類 １３，０８２ １６，４８９ ３，４０７ ２６．０％

粗大ごみ １２，６９０ １３，３８３ ６９３ ５．５％

合計 ４１３，８４８ ４１３，５７３ ▲２７５ ▲０．１％

事

業

系

業者搬入 ５６０，６０８ ５５０，５１０ ▲１０，０９８ ▲１．８％

自己搬入 １１，３１１ １０，３７８ ▲９３３ ▲８．２％

合計 ５７１，９１９ ５６０，８８８ ▲１１，０３１ ▲１，９％

環境系ごみ ５，０３６ ４，７９９ ▲２３７ ▲４．７％

総合計 ９９０，８０３ ９７９，２６０ ▲１１，５４３ ▲１．２％

（単位：トン）



（３） ごみ減量・コスト削減と効率化をめざした取組

２． 平成２７年度のごみ処理量等について

４

古紙・衣類の週１回収集の全市実施

平成26年度 平成27年度 前年比

古紙 １１，８２５ １５，００２ １２７％

衣類 １，２５７ １，４８７ １１８％

計 １３，０８２ １６，４８９ １２６％

平成２５年１０月から月２回収集を実施していた古紙・衣類について、
平成２７年４月から全市において週１回収集を実施している。

その結果、平成２６年度と比較して古紙が２７％増、衣類が１８％増
と、収集量が増加した。

コミュニティ回収の拡大

大阪市では、平成１１年度から、地域の住民団体が実施する資源
集団回収活動の支援を行っているが、平成２５年１０月に「古紙・衣
類」の行政回収も開始し、古紙等のリサイクルを推進することによる
ごみ減量を進めている。

また、平成２６年度からは、行政回収に代わって地域コミュニティが
主体となって行う「コミュニティ回収」を開始し、将来的には行政回収
からの移行をめざし、促進を図っている。

コミュニティ回収は、住民にとって排出方法が変わらず、さらに地域
コミュニティにとっては、古紙・衣類の売却益や大阪市からの支援が
得られるメリットがある。

また、大阪市にとっては、ごみ減量によるごみ処理コストの削減を
行うことに加え、行政回収からの転換によるコスト削減を図ることが
期待できる。

● 古紙・衣類 回収量 （単位：トン）

平成26年度 平成27年度 平成28年度

活動団体数

１団体 １０団体 １４団体

11月開始（１団体） ７月開始（１団体）
８月開始（３団体）
９月開始（２団体）
10月開始（２団体）
１月開始（１団体）

４月開始（２団体）
６月開始（１団体）
７月開始（１団体）

回収量 ９９ ９５６ －

● コミュニティ回収活動団体数と古紙・衣類回収量

● 資源集団回収活動登録団体数と古紙・衣類回収量 （単位：トン）

（単位：トン）

平成26年度 平成27年度 平成28年度

活動団体数 ３，０１２団体 ３，０１３団体 －

回収量 ４１，６９３ ３９，８７４ －



２． 平成２７年度のごみ処理量等について

５

ごみ焼却処理事業の経営形態

１ 見直しの方向性
○ごみ処理量の推移に基づき、工場稼働体制を見直し、民間運営や民間委託を推進。
○府域における「広域化計画」に沿ったブロック単位（大阪ブロック＝大阪市、八尾市、松原市）で一部事務組合を設立。

２ 経 過
○平成25年10月 大阪市、八尾市、松原市において組合規約(案)等を合意
○平成25年11月 ３市の議会にそれぞれ規約(案)を上程 （大阪市会は継続審査、八尾市議会、松原市議会では可決）
○平成26年10月 大阪市会において規約案修正の承認を経て可決

※市会での議論を踏まえて規約案修正（議員定数：14名⇒20名、土地の取扱い：無償譲渡⇒無償貸付）
○平成26年11月 「大阪市・八尾市・松原市環境施設組合」設立
○平成27年 4月 「大阪市・八尾市・松原市環境施設組合」事業開始

３ 事業の効果
平成２８年度から３２年度まで５年間の経営計画
○ごみ量に基づく工場稼働体制の見直し（住之江工場休止 ７工場稼働⇒６工場稼働）
○計画的な民間委託の推進
・工場の運営体制に応じた民間委託化
・ＤＢＯ方式による運営を行う場合のモニタリング方法の調査・検討
○既存建物を利用した更新工事手法の検討（住之江工場）
○ランニングコスト節減に向けた取組み
・所内消費電力量や上水使用料の削減計画策定、薬品使用の最適化
○歳入の安定確保
・売電収入の確保（運転方法や定期整備計画の見直しによる発電効率の向上や発電量確保、夏期および冬期の創電計画の企画）
・広告収入等、増収策検討

（４） 一般廃棄物処理の経営形態の見直しについて



２． 平成２７年度のごみ処理量等について

ごみ収集輸送事業の経営形態

１ 見直しの方向性（当初方針案）
○民間活力の導入による受皿組織（以下「新会社」という。）を設立して、現業職員を移管し、「事業の民間化」と「職員の非公務員化」の同時
実現を図る。
○その後、業者育成を図りつつ早期の市場開放、完全民間化を図る。

２ 経 過
○平成25年4月 「経営形態の変更に係る方針(案)」を策定
○平成26年5月 すべての環境事業センターの民間化にかかる補正予算案の修正削除

※市会から一度に全体の民間委託化を進めることによる市民サービスへの影響など各種の懸念が示された。
○平成26年9月 ２か所の環境事業センターの民間化にかかる補正予算案の全額削除
○平成27年4月 北部環境事業センター管内（北区・都島区）の資源ごみ・容器包装プラスチック、古紙・衣類収集運搬業務を民間委託化
○平成28年4月 北部環境事業センター管内の普通ごみ収集及び、西部環境事業センター管内（西区・港区・大正区）の古紙・衣類収集に民間

委託の範囲を拡大。

４ 今後の対応
○平成29年度は、早期退職を募って民間委託の枠の拡大を図る。
○委託化の検証を行うとともに、災害時対応等、市民サービス確保のための体制の検討を行う。
〇更なる改革を推進するため、今後の廃棄物行政も視野に入れ、既存の枠組みを超えた経営形態の見直し方策について検討を進める。

６

３ 課題
○新会社への職員の転籍の合意を得るためには、職員の給与水準の維持が必要である一方、新会社へ民間委託を実施した場合、新たに消費税
が発生し、直営より経費が増加 ⇒ 職員の転籍を義務化することは、法的リスクが高く、実現が困難。
○市民サービスの確保の観点から、大規模災害等の対応を含め、行政責任を担保するための体制確保が必要。



〇「ごみ減量アクションプラン」を用いた説明会の開催
➩ ・廃棄物減量等推進員の委嘱にあたり、環境事業センターから今後の

施策の重要課題として「生ごみ減量」の重要性を説明している。
・今後、地域住民に対しても、研修会や学習会の場を活用して啓発を
図っていく。

３． 更なるごみ減量をめざす施策について

（１） 生ごみの減量施策について

家庭から排出される生ごみの減量

手つかず食品や食べ残しといったいわゆる「食品ロス」の削減とともに、排出時
の水切りの徹底による、生ごみの発生・排出抑制の取組みを進めるため、食材
の「使い切り」・料理の「食べ切り」・排出時の「水切り」といった、生ごみの「３切
り」運動を、基本計画に基づき推進している。

「大阪市ごみ減量アクションプラン」より抜粋

生ごみ「３切り」運動の展開

７

〇本市栄養士との連携による取組みの推進
➩ 国の「第３次食育推進計画」の中でも、「食の循環や環境を意識した食
育の推進」が新たに加わり、重点施策として「食品ロス削減を目指した国民
運動の展開」がうたわれたことを受け、本市栄養士と連携しながら次の取
組を進める。
・各区で開催される「食育展」に出展し、食育を通じた「食品ロス」削減の
普及啓発を図る。
・「エコ・クッキング」を開催し、食品の購入から調理、片付けまでの行動
を通じて、生ごみ減量を考えるきっかけ作りの場を提供し、実践につな
げる。



３． 更なるごみ減量をめざす施策について

「大阪市ホームページ」より抜粋

〇地域イベントでの啓発
➩ 区民まつりやガレージセールなど、地域で開催されるイベントにおいて
生ごみ「３切り」運動のパネル掲示やチラシ配布による啓発を実施する。

〇その他、大阪市内で実施可能な堆肥化方法に関する情報収集及び普及啓発
手法について検討を進める。

○環境教育・学習プログラムのひとつとして循環（３Ｒ）講座を開催
➩ 生ごみの減量が、家庭で手軽にできる取組の紹介として、「生ごみから

安全な野菜づくりを学ぶ」をテーマに、家庭にあるダンボールを使用し
た、

野菜くずを手軽に堆肥化する方法、無農薬・無化学肥料での野菜づくり
やガーデニングを学ぶ講座を開催し、地域で活動する団体や学校への
周知を進める。
※ 今年度は老人福祉センター他、数か所での開催を予定。

８

〇「大阪市ホームページ」を活用した啓発
➩ 組成分析調査結果による食品ロスの実態（写真）を掲載し、「もったい
ない意識」を喚起し、「生ごみ減量」に向けた具体的な取組み方法を周知
する。

〇生ごみ「３切り」運動推進のパネル掲示
➩ 分別相談やベビー服の展示提供、体験学習の場など環境事業センター
が定期的に開催している啓発活動の場を活用し、啓発パネルの掲示など
による「生ごみ減量の大切さ」を広く市民に周知する。



〇 大阪市役所における取組みの推進

➩ 「大阪市環境基本計画推進連絡会」※に設置している「ごみ減量推進分科会」 において「市役所事業所系
ごみ減量マニュアル」を活用し、本市職員の意識向上とより一層のごみ減量を推進するとともに、食品ロスの
削減など生ごみの発生抑制に向けた取組みを進める。（平成２８年７月６日 分科会開催）
※環境施策に関する各局の連携を強化し、大阪市環境基本計画を総合的に推進するため、平成23年7月から設置している。

事業所から排出される生ごみの減量

３． 更なるごみ減量をめざす施策について

〇 食品廃棄物を多量に排出する事業者に対する啓発・指導
➩ 特定建築物への立ち入り検査の際、食品リサイクル法の趣旨説明およびリサイクルの促進に対する働きかけ
を実施している。

９

食品リサイクル法の趣旨や内容の普及啓発

食品関連事業者の自主的・主体的な取組を促進

〇 特定建築物管理者に対する講習会の開催
➩ 特定建築物廃棄物管理責任者講習会において、食品ロスの削減など生ごみの発生抑制に向けた働きかけ
を行う。

〇 「食べ切り」の促進策の検討
➩ 外食での食べ残しを削減することにより、飲食店等における生ごみの発生抑制を図るため、飲食店における
「食べ切り」の促進策について検討を進める。

〇 本市関連施設における生ごみの減量・リサイクルの取組推進
➩ 学校園の給食など本市関連施設における生ごみについて、リサイクルルートへの誘導や発生抑制に向けた
取組を推進する。 （平成２７年度、学校園の厨芥ごみ発生量 ： ２，７３６トン）



３． 更なるごみ減量をめざす施策について

（２） 古紙の持ち去り対策について

古紙回収の現状

・週１回収集の実施により、古紙の分別収集は順調に進んでいる。しかし、依然として普通ごみに「古紙」が混入しており、引き続き分別排出に
向けた普及啓発を実施していく必要がある。
・事業の効率化の観点から、収集輸送業務の民間委託化も進めており、「古紙・衣類」については、現在、５行政区において民間委託化を進め
ている。
・「古紙」を地域住民が回収し、再生事業者に引き渡すことにより、立派な資源として活かすことができる「資源集団回収活動」や「コミュニティ回
収」の取組みを推進し、行政回収からの移行の早期実現をめざす。 （ 現在、１４団体がコミュニティ回収を実施 ）

施策を展開する際の阻害要因

・市民の大切な資源である「古紙」の『持ち去り』に対する市民からの意見が寄せられている。
・地域住民が主体となって行う「資源集団回収活動」や「コミュニティ回収」を推進していく上で、契約事業者
ではない回収業者による『持ち去り行為』が問題となっており、地域住民の主体的な活動の妨げとなって
きている。

＜市民の声＞
・持ち去る者に対する取り締まりを
してほしい。
・警察にも相談したが、取り締まる
ことができないと言われた。
・市民の財産となるべき資源の持ち
去りを見逃すことは納得できない。

＜資源集団回収団体・
コミュニティ回収団体の声＞
・持ち去りを防止するための巡回
や「持ち去り禁止チラシ」の貼付
など余計な労力が必要。
・持ち去り者に対して声をかける
際の、持ち去りを禁止する根拠
を明確にしてほしい。

＜市会での議論＞
・本市施策に対する信頼を損なう
行為であり、持ち去りは、ぜひと
もなくしてもらいたい。
・持ち去り行為の禁止を条例化で
きないか。

10



３． 更なるごみ減量をめざす施策について

各都市の資源物等の持ち去り禁止条例の制定状況

11

●政令指定都市の状況

●大阪府下市町村の状況

大阪市と堺市を除く４１市町村のうち、９市が条例制定し、８市が罰則を定めている。

大阪市を除く１９市のうち、１４市が条例等を制定し、１１市が罰則を定めている。

持ち去り禁止条例に関する本市の方向性

本市施策に対する市民の信頼を確保し、「資源集団回収活動」や「コミュニティ回収活動」をはじめとする市民の取り組みを支援する
必要もあることから、古紙等の「持ち去り」の禁止について、条例化を検討している。
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崎
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模
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新
潟
市

静
岡
市

浜
松
市

名
古
屋
市

京
都
市

堺
市

神
戸
市

岡
山
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広
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北
九
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岡
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本
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条例制定
の有無

○ × ○ ○ × ○ ○ ○ × ○ ○ ○ × ○ ○ ○
(要綱)

× ○ ○

罰則の
有無

罰金 なし 罰金 罰金 罰金 罰金 罰金 過料 なし 罰金 過料 なし
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料
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罰金 罰金 なし 過料 罰金 罰金
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罰金 罰金


